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社会福祉分野における広報活動に関する文

献的考察

－ マーケティング分野、医療分野、社会福祉分野

の広報活動のレビューを通して－

青森県立保健大学　石　田　賢　哉

はじめに

　社会福祉基礎構造改革を経て社会福祉施設・機

関における情報の発信は多様な方法、選択肢が可

能となってきた。今後、社会福祉分野においても、

より効果的に利用者や地域に情報が伝わる方法の

開発、つまり戦略的な広報活動・展開の必要性が

求められてくる。

Ⅰ研究の目的

　情報発信の重要な技術の一つとして「広報活動」

があげられる。本研究の目的は、社会福祉分野に

おいて、これまでどの程度広報活動に関する技術

や効果が深められてきているか文献レビューをお

こなうことである。文献レビューを通して、社会

福祉分野における広報活動をテーマとした研究を

整理し、歴史的にどのように進展してきたかを明

らかにし、社会福祉分野における広報活動の位置

づけを考えていきたい。

　本研究の目的遂行のためには、理論的な整理（概

念の整理）が必要となってくる。そこでまず、マ

ネジメント、マーケティング分野における広報活

動・広報戦略のレビューをおこなう。また、医療

分野ではかなり早い段階から広報活動・広報戦略

が取り組まれてきている。そこで、医療分野にお

ける広報活動、広報戦略についてのレビューも併

せておこない、今後の社会福祉領域における活用

の可能性について検証をおこないたい。

Ⅱ研究の方法

　社会福祉分野における広報に関する文献のレ

ビュー（主にCiNiiを使用）をおこなう。併せて、

広報の定義や目的、構成要素等の整理をおこなう

ため、マネジメント分野、マーケティング分野に

おける文献や、今後の展開を考える上で参考にな

ると思われる医療分野での広報活動、広報戦略に

関する文献のレビューもおこなう。

Ⅲ結果と考察

　広報の定義として、例えば、井上（2006）は「パ

ブリックリレーションズとは、個人や組織体が最

短距離で目標や目的を達成する、『倫理観』に支

えられた『双方向性コミュニケーション』と『自

己修正』をベースとしたリレーションズ活動であ

る」と述べている。Grunig（1992）は、双方向性

コミュニケーションの形態を「非対称性」と「対

称性」の２類型に分けて、「情報の対称性」といっ

たとき「情報発信者とパブリックの相互理解を目

的とした手法で、双方が情報発信者兼受容者にな

り、フィードバックも相互理解促進のために用い

られる」として、「互いに影響を与え合い、双方

が変容していく」と述べている。広報は単なる情

報提供ではなく、双方向に影響しあうものであり、

倫理観や自己修正といった情報を発信する側の姿

勢についても言及されている点が重要であろう。

また、山見（2005：132）は「広報は価値伝達活動」

であるとし、「お客様の共感を得る価値伝達活動」

としている。また、「情報公開」や「透明性」に

ついては、「ハダカになることではない。人と同

じように適切な身だしなみを前提にしているので

ある（17）」と述べている。

　医療分野での広報活動、広報戦略では、例えば

東島（2001）は広告と広報の違いについて、「広

報は他の人からの客観的な推薦」と位置づけ、「マ

スコミがニュースとして取り上げたくなる情報を

タイムリーに提供して、自院を好意的に報道され

るようにすること」としてパブリシティ活動を病

医院広報の最大の武器としている。石田（2005）

は「病院広報」の概念には「広報の活発化による

構成員の意識改革など、組織文化や活性化、組織

横断的なテーマにも後方のまなざしを当ててい

る」と述べている。２つともマスコミの活用法が

広報戦略における章が設けられている。

　社会福祉分野における広報活動の進展について
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は、前田（1961）が以下のように述べている。

　1910年頃から米国の各大都市では慈善組織協会

とは別に、社会事業施設や機関の連合会が結成さ

れるようになりました。そして慈善組織協会では

満たされなかった組織の強化、財政の一元化によ

る事業の能率的運営をはかり、また資金の無駄を

省こうとはかったわけです。したがってこの時期

には共同募金運動も同時におこり、また発展して

いきました。

　こういう組織ができた結果、地域社会の社会

サービスを全体としてどう高めるかというような

ことにも、施設連合会は関心をむけるようになり

ました。こういう必要からこの時期には地域社会

の社会事業調査、あるいは募金の目標額をきめる

ための施設や団体の調査などの技術がすすみまた

社会問題の存在を知らせ、その解決に必要な募金

をすすめるための広報活動のやり方がめざましい

進歩をとげました。

　つまり、サービスの質向上のための募金を進め

るために、社会に周知する１つの方法として広報

活動が進展をしてきたのである。わが国に目をむ

けてみると、すでに原田（1969）が「広報の効果

測定」、「広報の主体とＰＲ原理」等のテーマで広

報に関する論文を発表していることが非常に注目

される。

　それ以降、村岡（1978）の「施設の社会化と広

報活動」に関する論文や、紺矢（1991）の「福祉

教育とメディア媒体としての広報活動」に関する

論文、久松(1985)の「対象別に情報を届ける社協

の広報活動」に関する論文、山本（1986）の「社

協の広報活動と住民意識」に関する論文など広報

活動をテーマとした研究はいくつかおこなわれて

きている．

　2002年12月号の「月刊福祉」では社会福祉基礎

構造改革、介護保険制度、支援費制度を背景とし

て「福祉サービスの広報戦略」が特集として組ま

れた。坂井（2002）「マーケティングにおける広

報戦略の意味と課題」、川原（2002）「福祉サービ

スにおける広報戦略の課題」の２つの論文が掲載

されている。また、実践レポートして８つの事例

が提出されている。内容としてはＩＴ化の活用、

施設の社会化、地域交流等となっている。坂井は

社会福祉分野で広報が浸透しなかった原因の一つ

として措置制度を挙げている。　

　定藤（2004）はＣＯにおける計画の円滑な実現

を側面から支援するものの１つとして「広報活動」

を位置づけ、「地域社会への計画の認識の普及、

活動への動機づけの高揚や意欲の開発を目的」と

したものと述べている。川原（2002）は「パブリ

シティを活用した広報戦略の推進」としてマスメ

ディアの活用、さらに社会福祉施設・機関のＰＲ

誌は「利用者・家族や地域住民とのコミュニケー

ションの有効な道具として活用すべき」と述べて

いる。また、そのための工夫についていくつか提

言している。また、石田（1996）は福祉広報紙の

作成方法に関するマニュアルを発行している。

　一方で、社会福祉分野における広報活動の問題

点として、例えば、阿部（1999）は施設における

広報紙の役割から述べている。それは、「施設の

活動の実態をできるだけ正確に、広く一般に知ら

せること」が広報紙の目的であり、正確に伝える

ことにより、細かい情報を発信していくことにな

るが、一方で、より詳細に説明しようとすると内

容が一般の人に分かりにくくなり、結果として簡

略化の傾向になるということや、「施設において

広報紙の編集に携わる者は必ず兼務の形」になり、

「本来の職務をこなした上で担当しているはず」

としてマンパワーの確保の問題についても述べて

いる。

　マーケティング分野、医療分野、そして社会福

祉分野それぞれの広報活動、広報戦略について概

観すると分野を問わず共通する要素があることが

明らかとなった。それは、広報活動とは「倫理観」

や「自己修正」をベースとしつつ「価値を伝達す

る活動」であり、「双方向性」が重要なキーワー

ドとなっている点である。社会福祉分野における

広報活動は、他分野とまったく同じとは言い切れ

ないだろうが、活用可能な方法は大いにあると考
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えられる。歴史的にはサービスの質向上のための

募金を進めることが社会福祉分野における広報活

動の進歩につながったという点や、ＣＯのスキル

に広報活動が明確に位置づけられている点も非常

に重要であろう。一方で、社会福祉独自の活用法

という部分もあることが示唆される。その一つと

して相川（2000）は利用者とともに広報誌を作る

という活動から「エンパワメントの具現化として

の広報活動」について研究をおこなっている。従

来の間接援助技術でなく、直接援助技術に位置づ

けられる可能性を示唆している。

Ⅳ今後の課題

　他分野の広報活動、広報戦略で取り組まれてい

るより具体的な実践で、社会福祉分野で活用可能

な方法を整理していくこと、及び社会福祉独自の

視点からみた広報活動についての整理をおこなう

ことが今後の課題となる。広報活動の社会福祉分

野における位置づけや、担い手は誰なのかといっ

たことも同様に今後の課題となってこよう。
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